
名古屋市サービス付き高齢者向け住宅事業の登録等に関する事務取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律

第２６号。以下「法」という。）及び関係法令に基づくサービス付き高齢者向

け住宅事業の登録並びにその業務に関し必要な報告、検査、指示等に関する

事務（以下「事務」という。）の取扱いについて、必要な事項を定めるもので

ある。 

 

（担当部署） 

第１条の２ 事務については、住宅都市局住宅部住宅企画課（以下「住宅企画

課」という。）及び健康福祉局高齢福祉部介護保険課（以下「介護保険課」とい

う。）にて共同で行うものとし、登録及び報告に係る受付は住宅企画課で行うも

のとする。 

 

（登録の申請） 

第２条 法第５条第 1項の規定に基づくサービス付き高齢者向け住宅事業の登

録（以下「登録」という。）を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、法第６条第１項の規定に基づき、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の

居住の安定確保に関する法律施行規則（平成２３年厚生労働省令・国土交通

省令第２号。以下「規則」という。）第４条に定める申請書を市長に提出しな

ければならない。 

２ 第１項の申請書には規則第７条各号に定めるものを、別表に定める作成要

領に基づき作成し、添付しなければならない。 

３ 規則第７条第６号に定めるその他市長が必要と認める書類は、次に掲げる

ものとする。 

（１）入居契約の登録基準適合性に関するチェックリスト（別紙１） 

（２）名古屋市サービス付き高齢者向け住宅の規模及び構造設備に係る設計

指針を満たしていることを示す書類 

（３）建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条第１項の確認済証の写し 

（４）登録を申請しようとする者がサービス付き高齢者向け住宅を自ら所有

する場合においてはその旨を証する書類 

（５）登録を申請しようとする者が当該登録に係る住宅等の賃借権又は使用

貸借による権利を有する場合にあっては、当該権利を有する者であること

を証する書類及び当該登録に係る住宅等の土地・建物に関する登記事項を

示す書類 

（６）登録を申請しようとする者が法人である場合においては登記事項を示

す書類 

（７）登録を申請しようとする者（未成年者である場合に限る）の法定代理

人が法人である場合においては、登記事項を示す書類 

 



（８）登録を申請しようとする者が個人である場合、住民票の抄本又は住民

票記載事項証明書 

（９）暴力団排除に係る登録拒否要件の確認情報（別紙３） 

（10）サービス付き高齢者向け住宅整備事業補助金を受けようとする場合、

サービス付き高齢者向け住宅整備事業に係る意見聴取申請書（別紙４） 

４ 第１項の申請書及び第３項の添付書類の提出部数は、正本１部、副本２部

とする。 

（登録の基準） 

第３条 規則第８条から第１０条に規定する基準については、別に定める、名

古屋市サービス付き高齢者向け住宅の規模及び構造設備に係る設計指針によ

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２２年度高齢者等居住安定化推進事業（生

活支援サービス付高齢者専用賃貸住宅部門）の選定事業に係る住宅は、規則

第８条及び第９条に規定する基準を満たすものとみなす。 

 

（登録等の審査及び通知） 

第４条 住宅企画課長は、登録の申請があったときは、サービスの内容につい

ての審査を介護保険課長へ依頼するものとする。 

２ 介護保険課長は審査の結果を住宅企画課長に回答するものとする。 

３ 市長は、審査の結果、登録の申請が法第７条第１項に掲げる基準に適合す

ると認め、登録をしたときは、同条第３項の規定に基づき、サービス付き高

齢者向け住宅事業登録通知書（様式第１号）により、当該登録を受けた者（以

下「登録事業者」という。）に通知するものとする。 

４ 市長は、登録の申請が法第７条第１項に掲げる基準に適合しないと認める

ときは、同条第４項の規定に基づき、その理由を示して、サービス付き高齢

者向け住宅事業登録基準不適合通知書（様式第２号）により、申請者に通知

するものとする。 

５ 市長は、法第８条第１項の規定により登録の拒否をしたときは、同条第２

項の規定に基づき、サービス付き高齢者向け住宅事業登録拒否通知書（様式

第３号）により、申請者に通知するものとする。 

６ 住宅企画課長は、前３項に基づき通知した際は、通知した旨を介護保険課

長へ知らせるものとする。 
７ 住宅企画課長及び介護保険課長は、サービス付き高齢者向け住宅整備事業

に係る意見聴取申請（以下「意見聴取申請」という。）があったときは、申請

内容を意見聴取申請確認表（様式第１４号）により確認したうえ、意見聴取

申請に対する回答通知書（様式第１５号）により、申請者に回答を通知する

ものとする。 

 

（登録事項等の変更） 

第５条 法第９条の規定に基づく登録事項の変更若しくは添付書類の記載事項

の変更を届け出ようとする者又は法第１１条の規定に基づく登録事業者の地



位の承継を届け出ようとする者は、規則第７条各号及び別表１に掲げる書類

のうちその記載事項が変更されたものを添えて、規則第１６条に定める登録

事項等変更届出書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の登録事項等変更届出書及び添付書類の提出部数は、正本１部、副本

２部とする。 

３ 市長は、前項の届出（登録事項の変更及び登録事業者の地位の承継に係る

ものに限る。）を受け、法第９条第３項の規定に基づき変更の登録をしたとき

は、サービス付き高齢者向け住宅事業登録事項変更通知書（様式第４号）に

より、登録事項の変更を届け出た者に通知するものとする。 

 

（廃業等の届出） 

第６条 法第１２条第１項又は第２項の規定に基づく廃業等の届出をしようと

する者は、サービス付き高齢者向け住宅事業に係る廃業等の届出書（様式第

５号）を市長に提出しなければならない。 

 

（登録の抹消） 

第７条 法第１３条第１項第１号の登録の抹消の申請には、サービス付き高齢

者向け住宅事業に係る登録の抹消申請書（様式第６号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、法第１３条第１項第１号又は第２号の事由により登録事業の登録

を抹消したときは、サービス付き高齢者向け住宅事業登録抹消通知書（様式

第７号）により、当該登録事業者であった者に通知するものとする。 

 

（報告） 

第８条 登録事業者は、入居開始後９０日以内に、入居開始日の翌月末の登録

状況について、法第２４条第１項の規定に基づき、サービス付き高齢者向け

住宅事業報告書（様式第８号）により、市長に報告しなければならない。た

だし、入居開始日が毎年 1月 1日からその年の３月３１日にあたるときは、

次項に規定する報告をもってこれに代えることができる。 

２ 登録事業者は、毎年度５月３１日までに、前年度３月３１日の登録状況に

ついてサービス付き高齢者向け住宅事業報告書（様式第８号）により、市長

に報告しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定にかかわらず必要と認めたときは、登録事業者に対

し、登録状況について報告を求めることができる。 

４ 前３項の報告書の提出部数は、正本１部、副本１部とする。 

 

（事故報告） 

第９条 登録事業者はサービス付き高齢者向け住宅において重大な事故が発生

したときは、法第２４条第１項の規定により、直ちに、サービス付き高齢者

向け住宅事故報告書（様式第９号）により市長に報告しなければならない。 

２ 登録事業者等に法第２４条の規定による報告及び質問を行う場合には、住



宅企画課及び介護保険課は、共同で行うものとする。 

 

（検査） 

第１０条 法第２４条の規定による検査（以下「立入検査」という。）は、入居

開始後及び登録の更新後、原則として１年以内に行う。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、必要と認めたときは、立入検査を行う

ことができる。 

３ 法第２４条第３項に規定する身分を示す証明書は、名古屋市職員証又は身

分証明書（様式第１０号）とする。 

４ 登録事業者等に立入検査を行う場合には、住宅企画課及び介護保険課は、

共同で行うものとする。 

 

（指示） 

第１１条 市長は、法第２５条の規定に基づき指示するときは、サービス付き

高齢者向け住宅事業に関する指示書（様式第１１号）により、登録事業者に

指示するものとする。 

２ 前項の指示を受けた登録事業者は、速やかに指示事項を改善したうえで、

サービス付き高齢者向け住宅事業指示事項改善報告書（様式第１２号）によ

り市長に報告しなければならない。 

３ 登録事業者に法第２５条の規定による指示を行う場合には、住宅企画課及

び介護保険課は、共同で行うものとする。 

 

（登録の取消し） 

第１２条 市長は、法第２６条の規定に基づき登録事業の登録を取り消したと

きは、サービス付き高齢者向け住宅事業登録取消通知書（様式第１３号）に

より、当該登録事業者であった者に通知するものとする。 

 

   附  則 

 この要領は、平成２３年１０月２０日から施行する。 

 

   附  則 

 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２３年１２月２１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際、現にこの要領による改正前の名古屋市サービス付き

高齢者向け住宅事業の登録に関する事務取扱要領の規定に基づき提出されて

いる登録の申請書は、この要領による改正後の名古屋市サービス付き高齢者

向け住宅事業の登録に関する事務取扱要領の相当規定に基づいて提出された

ものとみなす。 

 

   附  則 



 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２４年７月１８日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際、現にこの要領による改正前の名古屋市サービス付き

高齢者向け住宅事業の登録に関する事務取扱要領（以下「改正前の要領」と

いう。）の規定に基づき提出されている登録の申請書、登録事項等の変更の届

出書及び誓約書は、この要領による改正後の名古屋市サービス付き高齢者向

け住宅事業の登録に関する事務取扱要領の相当規定に基づいて提出されたも

のとみなす。 

３ この要領の施行の際、現にあるこの要領による改正前の要領に規定する誓

約書の用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

４ 発行後３ヶ月以内の登録原票記載事項証明書の効力は、なお従前の例によ

る。 

 

   附  則 

 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２５年３月１２日から施行する。 

 

   附  則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際、現にこの要領による改正前の要領の規定に基づいて

作成されている別紙及び様式の用紙は、新要綱の規定にかかわらず、当分の間、

修正して使用することができる。 

３ この要綱の施行の際、現に改正前の要領に基づいて提出されている書類に

ついては、新要綱の規定に基づき提出された書類とみなす。 

 

 附  則 

 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 附  則 

 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２８年１２月１日から施行する。 

 

 附  則 

 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成３１年３月２６日から施行する。 

 

 附  則 



 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、令和元年１２月１４日から施行する。 

 

 

別表 

添付書類 作成要領 

規則第７条第１号の各階平面図 
A4 又は A3 サイズの大きさとし、縮尺 1／

100 又は 1／200 で作成すること。 

規則第７条第２号の加齢対応構造

等を表示した書類 

別紙２の書式とし、記載した内容が確認で

きる図面を添付すること。 

規則第７条第３号の入居契約に係

る約款 

サービス契約に係る約款を含む。併せて入

居契約の登録基準適合性に関するチェッ

クリスト（別紙１）を添付すること。なお、 

老人福祉法第 29 条第 1 項に規定する有料

老人ホームに該当する住宅については、重

要事項説明書についても添付すること。 

※ 状況把握及び生活相談サービスを提供する資格者の常駐場所や併設される

高齢者居宅生活支援事業を行う施設を、サービス付き高齢者向け住宅の敷地

に近接又は隣接する土地に存する建物とする場合、付近見取図に当該場所が

わかるように記入すること。 


